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北海道における農水産物輸出拡大に向けての政策提言
Policy recommendations for expanding exports of agricultural and 











2015 年現在、北海道における農業経営体 v（40,714）に占める組織経営体 vi
（2,516）の割合は 6.18％で vii、組織経営の割合が全国の 2.5倍以上ある viii。ま
た、2017 年度の農地集積率 ixを見ても、全国の 55.2％に対し、北海道は 90.6％
と、他の都道府県の追随を許さないスケールメリットを有する。
１．２ 北海道における GAP 認証取得農場の実態 
本提言に先立って、農業現場でなされている輸出に向けての取り組みの実態
を把握すべく、GAP 認証取得済経営体を対象に、アンケート調査を行なった。
調査は、2019年 6 月現在、日本 GAP 協会が公開している「認証取得農場」のリ
ストを参考に、北海道内で JGAP 認証等を取得している 116の経営体にアンケー
トを送付し、45通の有効回答を得た。分析結果は以下の通りである。
認証取得経営体は、９割以上が法人（家族経営体・組織経営体を含む）で、
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JGAP のみは 36、１つの経営体は双方を取得していた。また、JGAP と Global 
GAP を同時に取得しているのが１つ、JGAP と JAS 有機認証を取得しているの
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余談だが、そもそも農業由来の汚染行為を Bad Agriculture Practice であると
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かにも、リスク評価 xiii （ risk assessment ）と  リスク管理 xiv （ risk
management）という重要な構成要素からなる。
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本法」（2003 年５月 23 日法律第 48 号）の制定時である。韓国でも 2005 年の
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iv 2017 年現在（概算値）の北海道の食料自給率は、カロリーベースで 206％、








vi 農業経営体のうち家族経営体に該当しないもの（出典は注 iv と同じ）。 














ix 前掲注ⅱ144 頁 
x 一経営体当たり経営耕地面積（農業経営体）―農林水産省ホームページより
単位：ha 
2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 
全国平均 2.19 2.54 2.74 2.87 2.98 
北海道平均 23.49 26.51 27.13 28.16 28.91 
都府県平均 1.59 1.82 1.99 2.08 2.15 
xi 本項の定義は、Codex Alimentarius Commission Procedural Manual, 13th Ed., 











Codex Alimentarius Commission Procedural Manual, 13th Ed., FAO, Rome 
(2015)参照（2019年９月 25日最終閲覧）。 
xvi 「衛生植物検疫措置（SPS (sanitary and phytosanitary)措置）」 
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xvii 農林水産省等が進める主な輸出促進策には、以下のものが含まれる。例え
ば、2017年９月に立ち上げた「コメ海外市場拡大戦略プロジェクト」は、米輸
出に取り組む事業者と輸出用米の安定的な生産に取り組む産地の結び付きを強
化・拡大するとともに、輸出事業者が輸出拡大を図る国・地域におけるプロモー
ション等を行っている。また、中国向けの日本産精米の輸出については、2018
年５月以降精米工場３施設とくん蒸倉庫７施設へと増加した。さらに、物流面で
の効率化・ロス削減に向け、輸送時の破損を防止する段ボール包材の作りや荷積
み方法を業界関係者が自主標準化し、横展開するための実証事業にも取り組んで
いる。この他にも、「GFP１」（Global Farmers/Fishermen/Foresters/Food 
Manufacturers Project の略称）のコミュニティサイトを開設し、農林漁業者・
食品事業者の登録メンバーは、輸出診断を無料で受けられ、出荷量、農薬・肥料
の使用、ほ場・選果場の状況等を踏まえて作成されたレポートから、輸出に向け
た商談・準備に役立つ情報を得ることができる。海外の規制や政府の支援策等の
必要な情報を得たり、登録メンバー内で、既に輸出に取り組んでいる生産者や、
これから取り組もうとする生産者が情報交換し、交流することも可能である。一
方、輸出商社、バイヤー、物流業者の登録メンバーは、生産者・製造業者が作成
する 「商品シート」を受け取ることができ、関心があれば農林水産省を通じて
生産者・製造業者に連絡し、直接商談を進めることもできる。また、逆に「商品
リクエスト」を発信し、出荷を希望する生産者・製造業者があれば農林水産省を
通じて連絡を取り、直接商談を進めることもできる。詳細は、首相官邸及び農林
水産省のホームページ参照。 
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